
見附市紙おむつ券給付事業実施要綱 

平成２８年３月３０日 

告示第４５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高齢者及び障害者（以下「高齢者等」という。）を介護し

ている家族等の経済的負担の軽減を図るとともに、要介護高齢者等の在宅生活

の継続と質的向上を図ることを目的とする見附市紙おむつ券給付事業（以下

「事業」という。）を実施するために、必要な事項を定めるものとする。 

（紙おむつ券の給付） 

第２条 事業は、市内の指定店舗において、券に記載された額面と同じ金額まで

の紙おむつと交換が可能な引換券（以下「紙おむつ券」という。）を給付する

ことにより行うものとする。 

（実施機関） 

第３条 この事業の実施主体は、見附市とする。ただし、事業の一部又は全部を

適切な事業運営が確保できると認められる民間事業者等に委託できるものとす

る。 

（給付対象者） 

第４条 この要綱において事業の対象となる者は、見附市内に住所を有し、在宅

で常時紙おむつを必要とする者であって次の各号のいずれか（以下「対象要

件」という。）に該当するものとする。 

（１） 介護保険で要介護１から要介護５までの認定を受けた者 

（２） 特別障害者手当若しくは障害児福祉手当の受給者又は特別児童扶養手

当（１級）の対象児童 

（給付額） 

第５条 対象要件に係る区分ごとに、紙おむつ券を給付する限度額（以下「給付

限度額」という。）は、次のとおりとする。ただし、１０月１日以降に初めて

対象要件を取得した場合は、給付限度額に２分の１を乗じて得た額を給付限度

額として取り扱う。 

 

対象要件 区分 給付限度額 

（年額） 



前条第１

号 

要介護１又は要介護２の認定を受けた

者 

１万円 

要介護３の認定を受けた者 ２万４千円 

 要介護４又は要介護５の認定を受けた

者 

２万４千円 

（市民税非課税世帯に

属する者にあっては、

７万５千円） 

前条第２

号 

 ２万円 

（対象要件に異動が生じた場合） 

第６条 申請後に、年度の途中において給付限度額が増額となるような対象要件

の異動が生じた場合は、変更後の給付限度額から既に給付を受けた紙おむつ券

の総額を控除した額（以下「給付差額」という。）に相当する紙おむつ券を追

加で給付するものとする。ただし、当該異動が１０月１日以降に生じたもので

ある場合は、給付差額に２分の１を乗じて得た額に相当する紙おむつ券を追加

で給付するものとする。 

（給付の申請） 

第７条 紙おむつ券の給付を受けようとする者は、別に定める申請書を市長に提

出しなければならない。 

（決定及び通知） 

第８条 市長は、申請書を受理したときは、内容を審査し、給付の可否を決定す

るとともに申請者にその旨を通知するものとする。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、様式その他必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（見附市家族介護支援事業実施要綱の廃止） 

２ 見附市家族介護支援事業実施要綱（平成１３年見附市告示第４８号）は、廃止

する。 

 


